大阪産業経済リサーチセンター、平成29年9月

	経済情勢トピックス《平成29年度の関西・大阪の設備投資計画》


	足元の設備投資の動きについて、建築物着工床面積をみると、関西・大阪ともに28年後半から減少基調で推移しており、物流施設などの「運輸業」で大きなマイナスとなっている。

しかし、平成29年度の関西・大阪の設備投資計画では、2年ぶりに増加する見込みで、製造業では、生産拠点集約等の合理化投資があり、非製造業では複合施設開発などの投資が多く計画されている。


１.関西・大阪における設備投資動向の足元の動き
景気が本格的に回復するためには、個人消費や輸出の増加もさることながら、設備投資の増加も重要な要素となっている。特に、最近の企業では人手不足感が強まっていることから、省力化投資への需要が高まっていることもあるため、設備投資動向は足元の景気動向だけではなく、将来の経済動向を占う上でも、注目すべきデータとなっている。

地域レベルにおいて設備投資の足元の動きを把握することは難しいものの、比較的把握しやすい建築物着工床面積（非居住）の推移をみる（図表１）と、関西・大阪ともに28年後半以降減少基調と、全国の緩やかな増加基調とは対照的な動きとなっている。
大阪府における寄与度をみると（図表２）、ホテル建設などの「宿泊業、飲食サービス業」は27年以降最近まで増加基調で推移しており、インバウンド需要等の増加を背景に、ホテル建設等は堅調に推移していることが予想される。一方、物流倉庫などの「運輸業」は、27年後半から28年前半まで増加基調で推移していたが、その後3四半期連続でマイナス寄与となるなど、「運輸業」のマイナス寄与が全体に影響を及ぼしている状況となっている。
このように、関西・大阪の足元の設備投資動向は低調に推移しているが、今後の設備投資計画はどうであろうか。関西における設備投資計画の把握においては、日本政策投資銀行が毎年調査を行っている「設備投資計画調査」が参考になる
。平成28年度の関西における設備投資実績は、製造業は前年比+0.0％と2年連続の増加となったものの、非製造業は同▲3.0％と3年連続の減少となり、全産業でも同▲2.0％と3年連続の減少となった（図表３）。製造業では、研究開発拠点新設への投資が剥落した「一般機械（同22.5％）」で減少となったものの、大型の複合施設開発投資があった「その他製造業（同+21.6％）」、研究開発拠点新設、能力開発投資などがあった「化学（同+6.6％）」、「精密機械（同+37.4％）」等が増加した。非製造業では、観光関連の設備投資が増加した「サービス（同+24.5％）」等で増加となったものの、再生可能エネルギー関連投資などが減少した「電力（同▲15.5％）」、不動産投資、物流関連投資などが減少した「運輸（同▲8.6％）」を中心に減少した。
平成28年度の大阪府の設備投資実績は、全産業は前年比▲7.2％、製造業は同▲3.9％、非製造業は同▲8.3％となり、2年ぶりの減少となった。

図表１　建築物着工床面積（非居住）の推移
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（出所）国土交通省「建設着工統計」
図表２　大阪府における建築物着工床面積
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（出所）国土交通省「建設着工統計」
２.平成29年度の関西・大阪における設備投資動向
関西の平成29年度の設備投資計画は、全産業で前年比+17.2％と4年ぶりの増加、製造業では同+21.5％で3年連続の増加、非製造業では同+14.2％で4年ぶりの増加、ととなっている（図表３）。全国は、全産業で前年比+11.0％、製造業で同+14.3％、非製造業で同+8.9％であるため、関西の方が全国よりも前年比の伸び率が大きくなっている。
29年度の関西地域の設備投資計画について詳細をみると、製造業では、先端分野における研究開発拠点の新設や能力増強投資が相次いだ「化学（同+28.9％）」や「電気機械（同+47.9％）」、生産拠点集約等の合理化投資や能力増強投資がある「一般機械（同+25.8％）」や「鉄鋼（同+16.8％）」を中心に、幅広い業種で増加する計画である。非製造業では、商業施設開発など不動産投資が剥落する「不動産（同▲20.0％）」や「卸売・小売（同▲18.0％）」等では減少するが、再生可能エネルギー関連投資等が増加する「電力（同+57.0％）」、複合施設開発等の不動産投資や鉄道施設関連投資、物流関連投資が増加する「運輸（同+28.2％）」、観光関連の設備投資が増加する「サービス（同+21.9％）」等で設備投資が増加する計画である。

図表３　関西地域の設備投資増減率の推移
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（出所）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」
※29年度は計画、28年度以前は実績
。
　29年度の設備投資計画における関西2府4県の動向（図表４）では、すべての地域において、全産業・製造業・非製造業ともに前年比プラスとなっている。

大阪府における29年度の設備投資計画では、全産業は前年比+14.1％と2年ぶりの増加する計画である。製造業は同+15.4％と2年ぶりの増加で、複合施設開発投資が剥落する「その他製造業」では減少するものの、生産拠点集約などの合理化投資がある「一般機械」、「化学」、「食品」等で増加する計画である。非製造業は同+13.6％と2年ぶりの増加で、LNG関連投資が一服する「ガス」等で減少するものの、複合施設開発等の不動産投資、鉄道関連投資、物流関連投資が増加する「運輸」、「電力」等で増加する計画となっている。

図表４　府県別設備投資動向（単位：％）
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（出所）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」
３．おわりに
設備投資動向では、足元では必ずしも堅調ではないが、今年度は大きく増加する計画であるために、今後の推移が期待される。　　　　　　　　　　　　　　（佐野　浩）
� 日本政策投資銀行「設備投資計画調査」は、資本金1億円以上の民間企業を対象に行われ、その集計結果は本社所在地に計上されるのではなく、属地主義（実際に設備投資が行われる場所）で計上されることに特徴がある。他の調査（日銀短観等）では、本社企業の所在地で設備投資額が一括計上されるため、集計上の違いがある。


� 当初計画の中には、計画の見直しや工期の遅れ等により、計画通り実行されないプロジェクトがあるため、当年度期中の計画値は実績に向けて下方修正される「くせ」があることに注意が必要である。
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